
令和2年度 就労支援員・就労準備支援事業従事者養成研修

【講義】 就労支援の実際 ～企業との関係づくり～

Ⅱ 企業との関係づくり（連携・協働）

就労支援室 西岡正次

Ⅰ 改めて就労支援とは？ ～生活困窮者自立支援制度による就労支援に期待される役割・機能～

Ⅲ 就労支援員（自立相談支援機関）と就労準備支援従事者の役割分担
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多職種連携と就労支援
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◍「社会サービスを利用し
ながら働く」支援

◍キャリア評価が弱く、求職
者支援メニューの不足

◍就労相談の魅力低下へ

①
へ
の
安
易
な
判
断⇒

離
職

と
い
う
運
営
。
課
題
は
？

アウトリーチ型就労準備支援や家計改善支援、
一時生活支援等を契機とした相談の発見

離職率が高い ほか

庁内連携等による制度の利用
勧奨を図る（努力義務）

Ｂ

Ｃ

Ａ

＜主な課題・問題点＞

Ⅰ 改めて就労支援とは？ 生活困窮者自立支援制度による就労支援に期待される役割・機能～

１ 生活困窮者自立支援制度による就労支援の仕組み

１



90年代後半以降の変化＝①非正規雇用の拡大、②「貧困層に属する就業者が多い国（OECD調査）」 ③企業に依存した
雇用システムの変化（雇用形態の多様化、新卒一括採用見直し、高い離職率（離職防止）、ジョブ型雇用の兆候ほか）

２ 非正規雇用や無業などの求職準備者が増大

図３ キャリアの「模索・検討者」（求
職準備者）の課題？対応した支
援は・・・？

中間層の縮減

中間層

高所得層

低所得層

【生活困窮者自立支援をめぐって主に議論されたこと】

中間所得層

低所得層

図１ 所得分布の変化

キャリア希望者

求職準備者
キャリアの模索・検討者

×

※改正生困法で対応

求人に対応できる人
（求職者）×

図２ 多様・多重化する困難

●心身の不調

●知識や技能の習得機
会の欠如
●家族の問題

●家計の破たん
●「判断能力の不十分」
による生活困難

●就労困難・就労継続
不安
●将来展望の喪失など

○福祉医療保健・教育
等の公的サービス利用
の拡大＝給付等の拡大

高所得層

求人等に自力で対応
できない人

２



Ａ１ めざす就労（職業）やキャリアの準備段階にある求職者のこと。行政用語で就労困難者と呼ばれる
こともある。雇用統計の失業者は求職活動を行う求職者である。求職活動に至っていない準備者や雇
用保険の被保険者になっていない準備者は就労の意思があっても、雇用保険制度をベースにした支援
の対象にはならない。一方、改正生活困窮者自立支援法は「就労の状況」等の困窮リスクを明記し、求
職準備者・求職者を生活困窮者として支援対象にしている。

●所得保障給付（生活保護等）や社会サービス（福祉や保健医療、教育等）を利用しながら、就労を準
備する・就労を継続する・キャリアアップを図る層が潜在的にも増大している。

●求職準備者の姿
①無業状態で求職活動には至っていないが就労への希望を抱く「キャリアの模索・検討者」
②転職等の転機に直面する「キャリアの模索・検討者」
③非正規雇用に従事しながら目標とするキャリアをめざす「キャリアの模索・錬成者」
④転職を通じてキャリアチェンジをめざす「キャリアの錬成者」など・・・。

●新卒採用市場の渦中で「採用後の仕事がイメージできない仕組みはこわい」と悩む学生、未だキャリ
アをスタートできない「就職氷河期世代」の若者、定年後のセカンドキャリアをスタートさせるジョブの
選考で悩むシニアなどは、我が国の雇用システムと政策が生み出した求職準備者の典型的な姿。

Ｑ１ 求職準備者って？

３



求職者像 雇用の形態 求職者（失業者）像の拡大

求職者支援の段階
雇用期間
の定め

就業時間 呼称 分類 失業①・半失業②～④

無期 フルタイム 正社員 狭義の正規雇用
※労働時間規制→副業の拡大。希望退
職（45歳～）勧奨の拡大など
⇒広義の非正規雇用は拡大する

③-1 職業に就いているが、労災・傷
病・障害で就労できていない状態
③-2 職業に就いているが、育児・介
護等で就労できていない状態

②-1 職業に就き、実際に就労してい
るが、生活可能な所得が得られない・
キャリアの見通しがない等で現在の就
業状況の変更を希望している状態

無期 フルタイム 非正社員

広義の非正規雇用

有期 フルタイム 正社員

有期 フルタイム 非正社員

無期 短時間 正社員

無期 短時間 非正社員

有期 短時間 正社員

有期 短時間 非正社員
狭義の非正規雇用
（臨時雇・日雇等）

フリーランス（雇用類似就業者）、個人事業主と家族従業者

失業者・無業者
（ニート等）

① 完全失業の状態

④上記①～③の結果、労働の意思、労
働の能力を失ってしまった状態

キャリア模
索・錬成者
求職準備者

キャリア
チェンジ・
アップ層

キャリア模
索・検討者
求職準備者

３ 我が国の雇用社会：求職者像、雇用の形態、失業・半失業

４



（２）福祉や教育などのさまざまな社会サービスの利用に付随した活動
や事業

（３）雇用保険制度をベースとした支援（Ⅱ）

※（１）（２）をあわせて、態様別の就労支援（Ⅰ）と呼んでいます。
※生活困窮者自立支援法は、態様横断的な支援をめざしています。
「断らない相談」「早期発見・早期支援」「継続的包括的」
⇒多機関・他団体・他職種間の連携による就労支援＝包括的就労支援

（１）生活保護などの所得保障給付に付随した活動や事業

５

４ 就労支援には、さまざまな活動や事業があるが、大きく分けると・・・



５ 就労支援の強化が問われる背景
～(１)(２)(３)の支援が届かない求職者・求職準備者の増大～

（２）雇用保険制度をベースにした支援の特徴と課題

１）対象別課題別サービスの対象ごとの就労支援で内容も細分化・分立している
２）主たる事務事業に付随した活動、考え方や進め方が未整備
３）所得保障給付が弱い 例）生活保護捕捉率ほか
４）適職を探る・見極める、強みを伸ばす相談支援（求職者支援機能）が苦手→支援の包

括化の次の課題
５）特に非正規雇用や無業等に対応した求職者支援のメニューや情報が不足

※求職者支援機能は、(３)の雇用保険制度をベースにした支援において充実しているが、
自治体や自立相談支援機関等はその活用は制度的に難しい。また自治体や自立相談支
援機関等はもともと「求職者支援機能」の取組みは弱いため、既存制度の活用も含め、
どこまで分担・強化できるかが課題になっています。

１）対象者を限定（主に被保険者である失業者・求職者）
※多くの非正規雇用や無業者は利用が困難である

２）相談機能が弱い・相談拠点が少ない
３）多機関多職種連携が弱い（＝包括的な相談支援が弱い）
４）失業給付のほか、職業訓練等にも所得保障給付がある ６

（１）態様別就労支援(１)(２)の現状と課題 （注）本資料内 参考１・２を参照



Q４ 就労支援の特徴と工夫

A４ 所得保障給付や社会サービスの提供を行う事務事業では、それらが必要とされる状態、その問題や原因を聞き取
り理解することが欠かせません。問題志向の相談支援と言われます。一方、就労支援は「解決志向の相談支援」と言わ
れ、相談者の希望やストレングスに注目し、その実現を話し合いそのための行動を導き出す支援が特徴です。そこでは
問題や原因をさがしても特定しても、希望は出てきません。むしろ問題や原因をいったん横におくことによって（外在化す
る）、話し合いが進みます。そのためには、就労支援の特徴を踏まえた相談・支援の態勢が問われます。また、求職準備
段階にある相談者の言葉にならない希望やストレングスが、相談を通して具体的な言葉や行動になっていくためには、
頼りになる豊富な情報、特に就労に関する情報が欠かせません。これら相談のあり方や支援の情報が求職者支援機能
の一部となります。※「就労準備支援や就労訓練等を利用した相談支援の進め方：手引き」（A´ワーク創造館）参照

Q２ 就労支援とは・・・？ ～誤解の多い取組みですが～

A２ 就労支援と呼ばれる取組みは、大きく3つに分けられます。①生活保護等の所得保障給付の中で行われる活動や
事業 ②障がい福祉や高齢福祉、学校教育などの社会サービスの提供に付随して行われる活動や事業 ③雇用保険
制度をベースにした、職業訓練や職業紹介などの活動や事業 という3つです。９ページの資料１は、３つの支援の対象
を大阪府豊中市のデータからみています。

７

Q３ ①と②の就労支援の特徴・・・

A３ ①は生活保護や児童扶養手当の中で、給付事務に付随した形で就労支援が行われます。近年、利用の長期化等
を踏まえて就労支援の強化が話題になっています。②はさまざまな年代別の福祉サービスのほか、教育や保健医療な
どのサービスに付随した形で就労支援が行われています。多様なサービスがあり、サービスごとに利用対象が異なるほ
か、それぞれの部署で活動や事業が実施されています。その内容は主にハローワークの案内や訓練等の情報提供か
ら、個別の相談事業や教育訓練の提供、独自の職業紹介までレベルはいろいろですが、多くは「雇用（求人）につなぐ支
援」＝就職活動支援の内容がほとんどです。



Q５ ③の雇用保険制度による支援の特徴・・・

A５ 職業紹介や職業訓練などの求職者（失業者）支援が充実していますが、雇用保険の被保険者を中心にした支援を
行ってきたため、生活維持にかかわる多様なニーズをもつ対象への相談支援には無慣れです。①や②の窓口を利用す
る求職準備段階の相談者（非正規雇用や無業等）は、③の支援を利用することが難しく、被保険者ではない求職者・求
職準備者に対する「求職者支援制度」ができましたが、自治体がこの制度を積極的に利用して支援を行うことが想定さ
れていません。 非正規雇用や無業等が増大する状況に対して、①や②の就労支援は分立し、求職者支援の機能が
整っていないことと、③による支援は対象が制限されていることが重なって、資料２で見たように現場では求められる就
労支援がうまく組めない状況にあります。 「生活困窮者自立支援制度」 はこうした状況に対応して、自治体による態様
横断的な支援や支援機能の強化をめざしてが誕生しました。

８

Q６ 非正規雇用の形態もさまざま・・・

A６ ４ページの資料のように、雇用形態は多様化し、無期雇用でフルタイムという狭義の正社員・正規雇用や、日雇や
臨時雇といった典型的な非正規雇用のほかに、非正規雇用もさまざまな形態があります。雇用システムの代表である正
社員は減少し、日雇や臨時雇も減少傾向にあります。めざす就労（職業）やキャリアへの道筋は、多様な雇用形態と、職
務（ジョブ）が限定された就労（仕事）を選択しながら歩むことが多くなっています。求職者の姿は大きく変わっています。
同じ事業所で雇用形態もキャリアも伸ばす人もいます。転職によって事業者や仕事を移動させる人もいます。就労支援
は、相談者が就職（就労）すれば終わりではなくなっています。キャリアの節目節目で必要となる場合が増えています。
産業構造や企業活動、雇用システムの変化が続く中で、就労支援の役割は重要になっています。
生活困窮者自立支援法で登場した就労訓練事業、特に認定就労訓練（雇用型）は、こうした雇用システムや雇用政策

の変化をとらえたもので、「中間的就労（支援付き就労）」とも呼ばれる支援策の1つとなっています。



非労働力人口

豊中市のデータ
からみる

求職者・求職準備者

非正規雇用

住民税非課税
20％前後 3人に1人は

「綱渡り状
態」

貯金なし
単身：38％
2人～：24％

特別な支出ニー
ズの支援（高齢、
子ども、住宅、
失業等）

家事（3～4割）
通学（1割前後）
その他（5割前後）

労働力人口

１５歳以上の人口 33.9万人

９

介護

6.0万人
(5.1万人）

10万人前後

※国勢調査データから推計

1.1万人
7570世帯

副業を希望する雇
用者が増えている

Ｃ 社会サービスの利用は…

Ａ 就業・雇用からみると…

Ｂ 所得保障面からみる…

生活保護利用
者 25.1‰

職業教育・リカレント教育

福祉（年代別・課題別・・・

保健医療

住宅（公営住宅、住居確保給付金等

教育（学校ほか）

防災

６ 支援対象としての求職者・求職準備者（大阪府豊中市を例に）

求職活動を行う可能性が高い層＝約６万人

通勤・通学、家事い
ずれもしていない
（15～64）＝6.7千人

総人口39.5万人



その2は、国勢調査（H27）等のデータから推計しました。

７ 求職者・求職準備者と就労支援（豊中市） その２
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その３は、就業構造基本調査（H29）【15歳以上の世帯員がいる世帯が対象】のデータから推計しました。

８ 求職者・求職準備者と就労支援（豊中市） その３

１１



Q８ 就労支援は、産業政策✕地域雇用政策✕福祉政策がクロスする世界の課題の１つ

A８ 我が国では、産業の発展と雇用の実現、雇用の実現と生活の安定を政策によって意識的に結び付けることは国で
も自治体でもほとんどされてこなかったと言います。企業の活動、いわゆる雇用システムが安定し大きな役割をしてきた
からです。しかし、60年代から80年代に開花した雇用システムは、80年代末のバブルに飲み込まれ、さらに90年代中頃
から変わり、非正規雇用や無業等が増大しました。結果「貧困層に属する就業者」の割合が高い国（OECDの中で）の１
つとなっています。その後、地域でも雇用政策が問われ、産業政策や福祉政策との関係が問い直され、就労支援の機
能強化や求職者支援が話題になってきました。かつてリーマンショックで「派遣切り」「雇止め」「住まいの不安」などの形
で非正規雇用等のリスクが噴出し、生活困窮者自立支援法や求職者支援法などがつくられました。コロナ禍ではより厳
しい影響が出始めていますが、就労支援の機能強化や求職者支援機能の再構築が急務となっています。

１２

Q７ 就労支援の機能強化とは・・・

A７ ①や②の就労支援の活動や事業、そして③の支援は、各地域で展開されていますが、まとまりのある事業や施策
としては理解することはできません。バラバラの活動や事業は、それぞれの相談支援の効果を高める上でも支障となっ
ています。就労支援の機能強化は、生活維持をめぐって「包括的な相談支援」を必要とする生活困窮者（求職準備者）が
増大し、丁寧なステップ・バイ・ステップの求職者支援が問われる求職準備者（生活困窮者）が拡大しているという地域の
状況を理解することから始まります。
そして、①②③に関わる多様な主体がどのように役割分担するか？生活困窮者自立支援制度による就労支援の役割

は何か？問われます。「100年に１度の危機」と言われたリーマン・ショック。それをしのぐと心配されるコロナ禍の影響が
広がる中で、就労支援の機能強化が問われています。



Ｑ９ 生活困窮者自立支援法が誕生した背景 2008年秋のリーマン・ショック後の社会

Ａ９ リーマン・ショックでは、派遣切りや雇止めなど、求職準備者のリスクが一気に顕在化した。
当時、緊急雇用創出事業（公的就労事業）をはじめ住宅手当緊急措置事業（厚生労働省。その後住居確

保給付金として制度化）や緊急人材育成支援事業（基金訓練、訓練・生活支援給付金。後に求職者支援
法に）を含む一連の緊急対策が実施された。その内容は仕事（雇用）づくりと就労支援を組み合わせた求
職準備者支援をめざすものであった。
若者支援の分野では先行して始まっていた「若者自立・挑戦プラン」（2003年）を契機とする「ジョブカフェ」

（2004年）や「地域若者サポートステーション」（2006年）の取組みにおいても、求職準備者向けの就労支援
が意識されはじめていた。
雇用対策では求職者支援制度（2011年）が創設された。
また社会保障分野では新たな個別支援を志向した「パーソナル・サポートサービス・モデル事業」（内閣府、
2010年）の展開を経て、「生活困窮者自立支援制度」 （2015年）が生まれた。同制度は「（相談者が抱える）
多様で重複した困難や課題を包括的に受け止め」継続的な個別支援を打ち出し、既存の社会サービスや
所得保障給付等が所管する相談支援を「つなぐ」、さらに不足するサービスや支援は「つくる」といった意欲
的な制度運営をめざすものであった。
求職者支援制度と生活困窮者自立支援制度を合わせて「第二のセーフティネット」と呼ばれ、態様横断

的で包括的な求職（準備）者支援、そして就労や職業、キャリアに関わる新たな支援の展開を予感した人も
多いだろう。その後の経緯は未だ改革の途上であり、求職準備者の典型である就職氷河期世代の支援は
始まったところである。
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支援・ケア等の
プランを協働

本人
（相談者）

支援者機関
（自治体・支援団体）

企業や社福法人、NPO、協同組合等
（多様な働き方、中間的就労など）

継続した生活支援やケ
アの調整と、キャリア形
成支援を一体的に進め
る。頼りになる「居場所」

生活支援やケアを利用し、就労支
援では働く現場で具体的なジョブを
通じて、自己のキャリアイメージの
理解や自己有用感を高め、めざす
キャリアの目標に向けて、スキル
等を伸ばす

企業等は、支援機関と連携し体験や
就労訓練の受入れから、採用活動、
就労継続支援＝人材開発を継続して
進める。「ジョブカード」は、相談者がめ
ざすキャリアイメージや職業スキルの
目標等を表現・証明するとしたら、生活
支援を含む包括的な支援を補完する
のが「支援プラン」です。

※就労支援は、見学や体験などの就労準備から、マッチング（面接等）、定着・キャリアアップ過程（転職含
めて）まで、３者の連携・調整が欠かせない

Ⅱ 企業との関係づくり（連携・協働）

１ 相談者・企業等・支援者の3者の関係 ２者間の交渉・調整から３者間の交渉・調整へ
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２ 企業との関係づくり（連携・協働）の契機

※関係づくり（連携・協働）が問われる契機は、次のような支援のステージで想定されます

①見学や体験等の準備支援のステージ
●就労準備支援等の段階における連携・関係づくり
協力事業所・認定就労訓練事業所の開拓
同事業所における支援プログラムの調整（職場環境調整含む）

②求職活動支援のステージ（求人開拓含む）
●見学や体験を組み合わせたマッチング
●求人の選考支援～面接同行
●独自求人の開拓
●求人内容のアレンジ（交渉・調整）
●あっせん（職業紹介）
●あっせん後のフォローアップ（採否判断の聞取り等含む）

③就労継続（定着）支援のステージ、特にキャリア初期の支援
採用後のフォローアップ（定期訪問、企業からの相談等の対応）
従事する職務（ジョブ）や環境等に関する情報交換や助言（適性、特に性格スキルを伸ばす活かす配慮。
キャリアアップの方向・目標（ジョブ、雇用形態）

④就業・雇用環境整備を支援するステージ

⑤協力企業群（企業ネットワーク等）を創出するステージ
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１６

職業紹介
未実施

職業紹介
個別求人対応

職業紹介
登録企業対策

その他企業対策
（業界団体対策等）

①見学や体験等の準備
支援のステージ

△
協力企業の開拓から

体験等の実施
〇 〇 〇

②求職活動支援（マッチ
ング）のステージ

×
〇

求人のアレンジ
〇 △

③就労継続支援のス
テージ、キャリア初期

×
〇

個別の環境調整等
〇 △

④職務・環境等の調整・
や整備のステージ

×
△

雇用管理等
〇

継続的関係
×

⑤協力企業群の創出 × ×
〇

企業集団等形成
×

３ 支援機関（団体）が行う対企業の活動やサービスから



１７

社会貢献 採用活動の見直し 雇用管理の見直し 職務の見直し
（スキル・環境等）

①見学や体験等の準備
支援のステージ

〇 〇 〇 〇

②求職活動支援（マッチ
ング）のステージ

△
独自の紹介機能

〇 〇 〇

③就労継続支援のス
テージ、キャリア初期

〇 △ 〇 〇

④職務・環境等の調整
や整備のステージ

× △ 〇 〇

⑤協力企業群の創出 × △ △ △

４ 企業側の動機・目的等から



１８

５ 企業との関係づくりで問われる活動や事業

相談者に関する情報の管理や蓄積は進んでいますが、協力企業（無料職業紹介の登録企業・求人企業、就労
訓練事業所、見学や体験等受入れ企業など）の情報は同様に継続して管理・活用することが重要です。
特に、第一線相談支援員が参照したり活用したりできる、わかりやすい企業・職業情報は欠かせません。
就労支援で使う企業・職業情報は、求職者向けの求人情報（採用や就業条件）では十分ではありません。求職

準備者を意識した、めざす職業やキャリアの理解を助ける、必要な技能や知識を理解する、職場の体制や環境な
どをわかる、見学や体験の利用の仕方などを知る といった内容が問われます。

（２）企業・職業情報の収集・編集・蓄積

企業は必要とする労働力（仕事や職務の内容、条件）の情報をもとに、求職者あるいは求職準備者である相談
者に関心をもち理解しようとします。わが社で仕事に就いて力を発揮してもらえるかどうかが第1の関心ごとですか
ら、相談者の希望や目標、経験や技能などを理解してもらうことがまず必要です。不安や問題、悩みや困難な状
態ではありません。体験や雇用が合意に向けて進む段階で、どうしても対策や配慮が必要な問題や不安への対
応について交渉・調整することになります。一般的な抱負や決意ではなく、求職者としての職業やキャリアに関す
る具体的な情報です。

（３）より良い連携のための相談者（求職準備者）の情報 希望や目標、技能や経験、不安や悩みなど・・・

企業との関係づくりは、企業の採用・雇用（人事）管理、言い換えれば労働力開発・人材開発にかかわることで
す。円滑かつ効果的に進めるためには、「無料職業紹介の活用」は欠かせません。
また企業の採用・雇用管理等は今大きな転換期にあり、就労支援が多様な人材が就労・活躍できる就業・雇用

の環境整備に積極的にかかわる意味・意義は大きいと言えます。

（１）就労支援としての無料職業紹介



地域の労働市場 地域の労働市場（支援付き就労含む）

相談者
（生活困窮者・就労困難者ほか）

相談者
(社会サービス利用者等）

ハローワークや
人材サービス等
の利用

ハローワークや人材サービス等

無料職業紹介所

課題別対象別の就労相談支援

※自治体の就労支援は、ハローワーク等（求人）依存⇒独自求人・求人アレンジ等⇒協力企業群の創出へ

生活相談等
の窓口

就労支援の
窓口

支援付き就労（訓練・雇用
等）の開発・マッチング、企

業等の支援

体験実習や就労準備支
援、就労訓練などの

コーディネート

６ 就労支援としての無料職業紹介

従来型 包括型

担当部署の設計：福祉か？産業（労働）か？ 人材の発見と企業支援

B窓口 C窓口A窓口
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※自治体の「無料職業紹介の活用」は、就労支援の一環として行うものです。目的は①個々のマッチングのほか、②企業
との継続した信頼関係づくり、③地域づくりや地域経済振興に欠かせないツールの１つになっています。

生活困窮担
当部署

雇用労働担当
部署

7 無料職業紹介の活用と工夫

無料職業紹介
通知

生活困窮担
当部署

自立・就労準
備受託団体

無料職業紹介
届出

生活困窮担
当部署

自立相談受託
団体

無料職業紹介
通知

無料職業紹介
通知

生活困窮担
当部署

雇用労働担当
部署

無料職業紹介
通知

生活困窮担
当部署

自立・就労準
備受託団体

無料職業紹介
通知

無料職業紹介
届出

一体的運営

Ｂ

部署の統合

Ｃ

Ｄ Ｅ

Ａ
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◆見学や就労体験の受入れ要請で企業を訪問して（職業紹介実施）

〇〇という事業で、就労相談を利用している□□と
いった人たちの就労準備を応援しています。御社で
も見学や体験の受入れという形で協力してくれませ
んか？体験から採用になるケースもあります・・・

協力してもいいが、具体的に何をす
るのか？

◆企業の方から次の質問が・・・
そのとき、あなたは・・・

○○市では・・・・・・□□といった人たちの就職に向
けて、いろいろな仕事を体験する機会を提供してい
ます。御社で体験させていただけませんか？

□□な人って？どんな人？

□□な人って？どんな人？

◆就労体験の受入れ依頼で企業を訪問して（職業紹介未実施）

８ 企業を訪問して・・・ どのような依頼、説明をしますか？

求人はありませんか？ 〇〇という事業で、□□と
いった人たちを紹介しています。

◆求人開拓で企業を訪問して

□□な人って？どんな人？
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９ 企業への説明ツール（例１）

２２



９ 企業への説明ツール（例２）
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10 企業への説明ツール（例３）
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(１)所得保障給付に
付随した支援

非労働力人口 ４１９７万人

就業者６７２４万人
雇用者６００４万人

うち非正規雇用
２１６５万人

※約８割がワーキングプア

ニート ５６万人
ひきこもり 約７０万人
SNEP（孤立無業）約１９８１万人

うち未婚無業 １６３万人

（態様別支援）

労働力人口 ６８８６万人（15～64歳５８３２万人）

（１）所得保障給付に付随した支援、（２）社会サービスの利用に付随した支援 （３）雇用保険制度による支援の３つ
に分類される。うち（１）と（２）は主に自治体によって実施されている（態様別就労支援）

（３）雇用保険制度を
ベースにした支援
（主に被保険者）

支援の空洞化
就労支援が届かない層が

拡大している

(2)社会サービス
に付随した支援(2)社会サービス

に付随した支援

（参考１） 就労支援の分立と支援の空洞化

(2)社会サービス
に付随した支援

失業者
１６２万人

（態様別支援）
（態様別支援）

【就業・雇用の現状】

（態様別支援）

（態様別支援）

※赤字＝2019年

(２)社会サービスに
付随した支援

２５

生活困窮者自立支援（態様横断的就労支援を指向）

※失業者の４割が長期化



非正規雇用
2165万（38.3％）

派遣141万人

（参考２） 正規雇用と非正規雇用の労働者の割合

２６

正規雇用
3494万人

パート
1047万人

契約社員294万人

嘱託125万人

その他85万人

アルバイト
472万人



（参考３） 『無料職業紹介事業の活用』：手続き（通知等）は進んでいるが・・・

【現場の声】
• 「活用」に向けて何をすればよいか分からない。
• 他の職業紹介業務と何が異なるのか？

ハローワークや民間のサービス事業者と同じことをするのか？
• 他の部門で行っている「活用」とは異なるのか？
• 人材や予算の措置は必要か？

※無料職業紹介の活用については、H30社会福祉推進事業の成果「就労準備支援
や就労訓練等を利用した相談支援の進め方：手引き」（A´ワーク創造館）参照
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１ めざすは「就労支援としての職業紹介」

【就労支援のプロセスとしての職業紹介の特徴】

• 「活用（職業紹介）」は相談支援のプロセスの中で行う（原則）。

• したがって、求人（情報）の取り扱いは非公開

但し、支援の一環として「しごと相談会」「合同面接会」等を行う場合があり、その場合は公開となります。

• 自立相談支援事業や就労準備支援事業などと組み合わせて行う。

• 求人の開拓や就業現場のマッチング支援などは就労支援事業の中で行うこと
ができます。
企業見学や就労体験、採用後の定着支援など、一連の支援プロセスの中で職業紹介が行われます。

そのため職業紹介に関連する業務は分担する形で委託することができます。

• 職業紹介を行う自治体の守備範囲は、求人者、求職者の情報管理、紹介状の
発行、労働局への報告（地方自治法上の協力として）は最低限行う必要があり
ます。
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２ 「活用」システム導入に利用して、効率的な業務体制を

支援現場での困りごとはないで
すか？

• 就労体験等の支援と並行して、職業
紹介をしたい

• 支援を並行した職業紹介によって、定
着支援をスムースに行いたい

• 他の支援事業と並行して、最小の経
費で「活用」の基本業務を行いたい

• 人材面から地域企業を応援したい（多
様な人材の就労継続にかかわる環境
調整や研修など）

こんな事が可能になります！

• 企業の信頼を高め、連携した就労準
備支援事業等が進めやすくなります

• 企業情報がまとめられます

• 相談者（求職者）情報をまとめられま
す

• システムを利用することで最小の経費
で「活用」が図ることができます

エクセルによる就労支援業務支援として「無料職業紹介業務支援システム」を開発しました。間もなく希望す
る団体に提供する予定です。職業紹介を活用した就労支援に利用してください。
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３ 業務支援システム導入の効果 ～特に、協力企業の情報に留意～

• 企業、中小企業の人材開発支援に役立ちます。

• 求職者情報の条件検索が可能です。

（マッチングに便利です！）

• 求人の紹介履歴、支援履歴などの情報が一括管理できます。

（ケース検討、支援プラン作成に効果的です！）

• 各種帳票類（紹介状、求人票など）が作成できます。

• 事業実績集計（労働局への報告含む）が一元管理できます。

• 複数拠点での共同利用・情報一括管理が可能になります。

（※SQLサーバ ＋ WEBによるシステム利用の場合）
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支援窓口

業務支援システムの利用フロー

企業 相談者

企業訪問

企業登録

求人登録

相談者登録

相談

紹介状発行
=マッチング

合否決定

定着確認

企業

訪問履歴

求人

求職者

相談履歴

進捗活動
履歴

求人票発行

紹介状
発行履歴

３１



Ⅲ 就労支援員（自立相談支援）と就労準備支援従事者の役割分担

Ⅰでは就労支援の活動や事業を大きく３つに分けてみました。さて、皆さんの地域の就労支援、３つの活動や事
業はどのような状況でしょうか。企業との関係づくりが進んでいる活動や事業はありますか？就労の相談が伸び
ている分野はどこですか？対応できていないニーズ（要支援者）はありませんか？ 生活困窮者自立支援制度に
よる就労支援に期待される役割や機能は何でしょうか。出発点は「手引き」ではなく地域の状況にあると思います。
また(１)(２)の態様別就労支援は苦労して就労支援に取り組み、工夫も重ねてきました。個別支援の好事例も多

くありますが、思うような成果につながっていません。態様横断的な就労支援という今までにない方法、「就労支援
の機能強化」を打ち出したのが、生活困窮者自立支援制度です。態様別就労支援の宿題を解決する取組みと考
えることもできます。

（１）地域の就労支援の現状は・・・？

企業との関係づくりは、求職活動の準備段階から求職の段階、定着の段階、さらに転職の段階の支援で必要と
なります。しかし、めざす就労やキャリアを実現する上で、支援者による企業との関係づくりは必要条件の１つです。
本人（相談者）の努力、そして企業の行動や努力という十分条件がうまくかみ合うことによって、より良い就労につ
ながります。
Ⅱでは、企業との関係づくりをステージごとに見ましたが、企業を訪問し関係を築き、支援に活かすという活動は

誰が担うのでしょうか。限られた人員でうまく分担できていますか？また企業との関係はその従事者にしかわから
ない情報（経験知）になっていないでしょうか？企業情報やそれを活用した支援メニューが第一線の相談担当者
に届いていますか？ 自治体の担当部署、自立相談支援機関、就労準備支援事業従事者の3者が話し合い、役
割を整理、分担することから、企業との関係づくりや企業と連携した支援を見直してみませんか。

（２）自治体の担当部署と自立相談支援機関、就労準備支援事業従事者の役割分担
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「５ 就労支援の強化が問われる背景」でみたように、生活困窮者自立支援制度は「断らない相談」として態様横
断的な相談支援と支援の包括化をめざしていますが、課題の１つは就労支援です。特に求職者支援機能、言い
換えれば職業とキャリアに関する相談支援が弱いことです。従来、自治体や態様別就労支援は求職者支援の活
動や事業を(３)の雇用保険制度による支援に委ねてきたから仕方ないかもしれません。
しかし、雇用保険制度による支援が、増大する求職準備者（生活困窮者）に届かない状況や支援の包括化が難

しいという事情では地域はますます疲弊する悪循環に陥ります。
したがって、今、問われているのは、自治体や地域の求職者支援機能の強化だと言えます。生活困窮者自立支

援制度では、まず職業とキャリアに関して聞取りや理解する精度を高めることから始めてほしいと思います。いわ
ゆるキャリア・コンサルティングの機能ですが、その機能を担ういい立場、ポジションが自立相談支援機関の就労
支援員だと思います。その立場からは、相談支援員の就労に関わる相談を補強し、相談の包括化をより良いもの
にできます。また、職業やキャリアに関する情報をベースに就労準備支援事業との連携を促進することができます。
また企業との関係づくりを自ら推進したり、関係者による対企業への活動をサポートすることもできます。就労支
援員（自立相談支援機関）の役割と活躍に期待したいと思います。

（３）注目したい就労支援員（自立相談支援機関）の役割
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